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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　殺菌剤と、
　ｐＨの変化により前記殺菌剤を放出可能であり、多糖類に吸着可能な吸着部位を有し、
かつ前記多糖類を分解する分解酵素を化学結合を介して有するｐＨ応答性ポリマー粒子と
を含有することを特徴とするバイオフィルム除去剤。
【請求項２】
　前記ｐＨ応答性ポリマー粒子が、酸性条件で膨潤する請求項１に記載のバイオフィルム
除去剤。
【請求項３】
　前記ｐＨ応答性ポリマー粒子の体積膨潤度（ＶｐＨ４／ＶｐＨ９）が、１．５～１０で
ある請求項１から２のいずれかに記載のバイオフィルム除去剤。
【請求項４】
　前記吸着部位が、カルボキシル基、スルホン酸基、及びリン酸基の少なくともいずれか
である請求項１から３のいずれかに記載のバイオフィルム除去剤。
【請求項５】
　前記分解酵素が、グルコースオキシダーゼである請求項１から４のいずれかに記載のバ
イオフィルム除去剤。
【請求項６】
　前記ｐＨ応答性ポリマー粒子が、前記ｐＨ応答性ポリマー粒子の外表面に前記吸着部位
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を有する請求項１から５のいずれかに記載のバイオフィルム除去剤。
【請求項７】
　前記ｐＨ応答性ポリマー粒子が、前記ｐＨ応答性ポリマー粒子の外表面に前記分解酵素
を有する請求項１から６のいずれかに記載のバイオフィルム除去剤。
【請求項８】
　前記殺菌剤が、前記ｐＨ応答性ポリマー粒子に内包されている請求項１から７のいずれ
かに記載のバイオフィルム除去剤。
【請求項９】
　水冷式冷却装置の配管内に、請求項１から８のいずれかに記載のバイオフィルム除去剤
を添加する工程を含むことを特徴とするバイオフィルム除去方法。
【請求項１０】
　電子機器と、
　前記電子機器を冷却する水冷式冷却装置と、
　前記水冷式冷却装置の配管内に含有された請求項１から８のいずれかに記載のバイオフ
ィルム除去剤とを有することを特徴とする情報処理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本件は、バイオフィルム除去剤、バイオフィルム除去方法、及び前記バイオフィルム除
去剤を有する情報処理装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子計算機では、駆動によって生じる熱を除去するために水冷方式が採用されているも
のがある。電子計算機の大規模水冷系において、冷却水の水質維持管理は、重要である。
水冷の電子計算機の接液部材は、金属配管と樹脂配管とが混在しており、ＣＰＵ（Ｃｅｎ
ｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）を冷却するためには、熱伝導率の高い銅製
のクーリングプレートを用い、配管は、銅、ステンレスなどを用いることが多い。
【０００３】
　完全な閉鎖循環系ではない電子計算機の水冷システムでは、大気中に存在する微生物が
冷却水中に混入して、微生物が水中で繁殖し、配管内部にバイオフィルムを形成すること
がある。
　そして、そのバイオフィルムにより、冷却効率が低下するという問題がある。
　また、金属表面に付着したバイオフィルムは、微生物腐食を引き起こすことが知られて
いる。水中の細菌が増えることによって引き起こされる微生物腐食は、銅配管、ＳＵＳ配
管、樹脂配管などを劣化させる。そして、最悪の場合には、配管に貫通穴が生じ、冷却水
が漏えいするという危険性がある。
【０００４】
　そのため、配管に付着したバイオフィルムを効果的に除去して水冷システムを稼働させ
ることは、水冷の電子計算機にとって重要である。
【０００５】
　従来は、水質管理のために、一定期間ごとに冷却水を所定量サンプリングした後に、培
養法によって細菌濃度測定を行い、水質が変化していると判断した場合には必要な量の殺
菌剤を投入して、微生物を殺菌してバイオフィルムを除去して水質を回復させる必要があ
った。
【０００６】
　水冷系の配管内の前記バイオフィルムを除去するために、例えば、次亜臭素酸、次亜塩
素酸などを用いることが提案されている（例えば、特許文献１参照）。
　また、その他に、有機系殺菌剤を用いることも行われている。
【０００７】
　しかし、これらの殺菌剤は、バイオフィルムを認識して選択的にバイオフィルムに作用
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するものではないため、効果的にバイオフィルムが除去できるものではなかった。また、
殺菌剤が、配管内の水を汚染させることもあった。
【０００８】
　したがって、効果的にバイオフィルムを除去でき、かつ水の汚染を低減できるバイオフ
ィルム除去剤、前記バイオフィルム除去剤を用いたバイオフィルム除去方法、及び前記バ
イオフィルム除去剤を有する情報処理装置の提供が求められているのが現状である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開２００５－２２４６４５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本件は、従来における前記諸問題を解決し、以下の目的を達成することを課題とする。
即ち、本件は、効果的にバイオフィルムを除去でき、かつ水の汚染を低減できるバイオフ
ィルム除去剤、前記バイオフィルム除去剤を用いたバイオフィルム除去方法、及び前記バ
イオフィルム除去剤を有する情報処理装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　前記課題を解決するための手段としては、以下の通りである。即ち、
　開示のバイオフィルム除去剤は、殺菌剤と、ｐＨの変化により前記殺菌剤を放出可能で
あり、多糖類に吸着可能な吸着部位、及び前記多糖類を分解する分解酵素を有するｐＨ応
答性ポリマー粒子とを含有する。
　開示のバイオフィルム除去方法は、水冷式冷却装置の配管内に、開示の前記バイオフィ
ルム除去剤を添加する工程を含む。
　開示の情報処理装置は、電子機器と、前記電子機器を冷却する水冷式冷却装置と、前記
水冷式冷却装置の配管内に含有された開示の前記バイオフィルム除去剤とを有する。
【発明の効果】
【００１２】
　開示のバイオフィルム除去剤によれば、従来における前記諸問題を解決し、前記目的を
達成することができ、効果的にバイオフィルムを除去でき、かつ水の汚染を低減できるバ
イオフィルム除去剤を提供できる。
　開示のバイオフィルム除去方法によれば、従来における前記諸問題を解決し、前記目的
を達成することができ、効果的にバイオフィルムを除去でき、かつ水の汚染を低減できる
バイオフィルム除去方法を提供できる。
　開示の情報処理装置によれば、従来における前記諸問題を解決し、前記目的を達成する
ことができ、効果的にバイオフィルムを除去でき、かつ水の汚染を低減できる情報処理装
置を提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】図１は、開示のバイオフィルム除去剤の一例を示す模式図である。
【図２】図２は、ｐＨの変化により膨潤した後の状態の開示のバイオフィルム除去剤の一
例を示す模式図である。
【図３】図３は、水冷式冷却装置を備えた情報処理装置の一例の概略図である。
【図４】図４は、ラック内に収納されたシステムボードを表した図である。
【図５】図５は、システムボードの上面図である。
【図６】図６は、ＣＰＵ上に取り付けられた冷却器の構造を表した断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
（バイオフィルム除去剤）
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　開示のバイオフィルム除去剤は、殺菌剤と、ｐＨ応答性ポリマー粒子とを含有し、更に
必要に応じて、その他の成分を含有する。
【００１５】
　ここで、バイオフィルムとは、単独又は複数種の微生物により形成される生物膜をいう
。前記生物膜の表面には微生物が分泌する多糖類が付着している。前記多糖類は、前記バ
イオフィルム内の前記微生物を外部環境から保護する役割を有している。
【００１６】
＜殺菌剤＞
　前記殺菌剤としては、バイオフィルムに含有される微生物を殺す物質であれば、特に制
限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、有機系殺菌剤などが挙げられ
る。
　前記有機系殺菌剤としては、特に制限はなく、除去対象となるバイオフィルム中の微生
物の種類に応じて適宜選択することができ、例えば、イソチアゾリン化合物、メチレンビ
スチオシアネート、２，２－ジブロモ－３－ニトリロプロピオンアミド、２，２－ジブロ
モ－２－ニトロエタノール、ビス－１，４－ブロモアセトキシ－２－ブテン、４，５－ジ
クロロ－１，２－ジオチオール－３－オン、５－クロロ－２，４，６－トリフルオロイソ
フタロニトリル、ヘキサブロモジメチルスルホン、３，３，４，４－テトラクロロテトラ
ヒドロチオフェン－１，１－ジオキシド、２－ブロモ－２－ニトロプロパン－１，３ジオ
ール、グルタールアルデヒドなどが挙げられる。
　前記イソチアゾリン化合物としては、例えば、５－クロロ－２－メチル－４－イソチア
ゾリン－３－オン、２－メチル－４－イソチアゾリン－３－オン、１，２－ベンゾイソチ
アゾリン－３－オン、２－ｎ－オクチル－４－イソチアゾリン－３－オンなどが挙げられ
る。
　前記有機系殺菌剤としては、バイオフィルムの除去性に優れる点から、イソチアゾリン
化合物が好ましく、５－クロロ－２－メチル－４－イソチアゾリン－３－オンがより好ま
しい。
【００１７】
　前記殺菌剤は、前記ｐＨ応答性ポリマー粒子に内包されていることが、前記殺菌剤が漏
れ出して冷却水を汚染することを防ぐ点で好ましい。前記殺菌剤を前記ｐＨ応答性ポリマ
ー粒子に内包させる方法としては、例えば、以下の方法などが挙げられる。前記殺菌剤を
含有し酸性条件に調整した水溶液を用意する。その水溶液に前記ｐＨ応答性ポリマー粒子
を投入し、前記ｐＨ応答性ポリマー粒子を膨潤させて、前記殺菌剤を前記ｐＨ応答性ポリ
マー粒子内に内包させる。そして、前記水溶液にアルカリを添加して、前記水溶液を中性
又はアルカリ性に調整して、前記ｐＨ応答性ポリマー粒子を収縮させる。そうすることに
より、前記殺菌剤を前記ｐＨ応答性ポリマー粒子に内包させることができる。
【００１８】
　前記バイオフィルム除去剤における前記殺菌剤の含有量としては、特に制限はなく、目
的に応じて適宜選択することができる。
【００１９】
＜ｐＨ応答性ポリマー粒子＞
　前記ｐＨ応答性ポリマー粒子は、ｐＨの変化により前記殺菌剤を放出可能なポリマー粒
子である。
　前記ｐＨ応答性ポリマー粒子は、多糖類に吸着可能な吸着部位、及び前記多糖類を分解
する分解酵素を有する。
【００２０】
　前記ｐＨ応答性ポリマー粒子は、pＨの変化により体積変化をし、前記殺菌剤を放出可
能である。
　前記ｐＨ応答性ポリマー粒子は、酸性条件で膨潤することが好ましい。酸性条件で膨潤
するとは、前記ｐＨ応答性ポリマー粒子を含有する水溶液を、中性条件又はアルカリ性条
件から酸性条件に変化させた際に、前記ｐＨ応答性ポリマー粒子が膨潤することをいう。
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ここで、前記酸性条件とは、ｐＨ６．０以下の範囲をいい、前記中性条件とは、ｐＨ６．
０超ｐＨ８．０未満の範囲をいい、前記アルカリ性条件とは、ｐＨ８．０超の範囲をいう
。
【００２１】
　前記ｐＨ応答性ポリマー粒子は、バイオフィルム除去性の点から、体積膨潤度（ＶｐＨ

４／ＶｐＨ９）が、１．１～２０であることが好ましく、１．５～１０であることがより
好ましく、２．０～７．０であることが更に好ましく、２．０～３．０であることが特に
好ましい。
　ここで、前記ＶｐＨ４は、ｐＨ４．０における前記ｐＨ応答性ポリマー粒子の体積平均
粒子径から算出される前記ｐＨ応答性ポリマー粒子の体積を表す。前記ＶｐＨ９は、ｐＨ
９．０における前記ｐＨ応答性ポリマー粒子の体積平均粒子径から算出される前記ｐＨ応
答性ポリマー粒子の体積を表す。
　前記体積平均粒子径は、例えば、動的光散乱粒径解析装置により測定できる。
【００２２】
　前記ｐＨ応答性ポリマー粒子の体積平均粒子径としては、特に制限はなく、目的に応じ
て適宜選択することができるが、ｐＨ９．０において、０．１μｍ～１００μｍが好まし
く、０．５μｍ～１０μｍがより好ましく、１．０μｍ～６．０μｍが更に好ましく、３
．０μｍ～５．０μｍが特に好ましい。
【００２３】
－多糖類に吸着可能な吸着部位－
　前記多糖類に吸着可能な吸着部位としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができるが、多糖類への吸着性に優れる点からカルボキシル基、スルホン酸基、リ
ン酸基が好ましい。前記ｐＨ応答性ポリマー粒子は、これらの官能基の１種を有していて
もよいし、２種以上を有していてもよい。
【００２４】
　前記ｐＨ応答性ポリマー粒子は、例えば、前記多糖類に吸着可能な吸着部位と、前記多
糖類との相互作用、共有結合、非共有結合、会合などにより、前記多糖類に吸着する。こ
のような作用は、特開２０１１－２４１１５５号公報などにも紹介されている。
　前記吸着の程度としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例
えば、水冷式冷却装置の配管内を流れる冷却水により、前記ｐＨ応答性ポリマー粒子が前
記バイオフィルムから離れない程度に吸着されていればよい。
【００２５】
　前記ｐＨ応答性ポリマー粒子は、前記ｐＨ応答性ポリマー粒子の外表面に前記吸着部位
を有することが、前記多糖類への吸着性に優れる点から好ましい。
【００２６】
－多糖類を分解する分解酵素－
　前記多糖類を分解する分解酵素としては、特に制限はなく、前記多糖類の種類に応じて
適宜選択することができ、例えば、グルコースオキシダーゼ、１，３－β－Ｄ－グルカン
　グルカノヒドロラーゼ、１，３（１，３；１，４）－α－Ｄ－グルカン　３－グルカノ
ヒドロラーゼ、１，４－β－Ｄ－キシラン　キシラノヒドロラーゼ、１，４－β－Ｄ－マ
ンナン　マンナノヒドロラーゼ、１，５－α－Ｌ－アラビナン　１，５－α－Ｌ－アラビ
ナノヒドロラーゼ、α－デキストリン　６－グルカノヒドロラーゼ、α－Ｄ－ガラクトシ
ド　ガラクトヒドロラーゼ、ヒアルロネート　４－グリカノヒドロラーゼ、ヒアルロノグ
ルクロニダーゼ、ペクチン　ペクチルヒドロラーゼ、スクロース　α－グルコシダーゼな
どが挙げられる。
【００２７】
　これらの中でも、多糖類の分解性に優れる点から、グルコースオキシダーゼが好ましい
。
　なお、グルコースオキシダーゼは、β－Ｄ－グルコースの分解酵素であるが、多糖類を
分解することも知られている（例えば、特開平１１－３２７８８号公報参照）。
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【００２８】
　前記ｐＨ応答性ポリマー粒子における前記分解酵素の含有量としては、特に制限はなく
、目的に応じて適宜選択することができる。
【００２９】
　前記分解酵素は、例えば、化学結合を介して、前記ｐＨ応答性ポリマーに含有されてい
る。前記分解酵素を、前記ｐＨ応答性ポリマー粒子に化学的に結合させる方法としては、
特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、従来公知の分解酵素の
固定化方法などが挙げられる。前記固定化方法としては、例えば、カルボジイミド化法な
どが挙げられる。
【００３０】
　前記ｐＨ応答性ポリマー粒子は、前記ｐＨ応答性ポリマー粒子の外表面に前記分解酵素
を有することが、前記多糖類への吸着性に優れる点から好ましい。
【００３１】
　前記ｐＨ応答性ポリマー粒子の構造としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択
することができるが、架橋ポリマー粒子であることが好ましい。
　前記架橋ポリマー粒子における架橋間分子量としては、特に制限はなく、前記殺菌剤の
種類、必要とする前記体積膨潤度などに応じて適宜選択することができるが、前記殺菌剤
の内包、及び放出性能の点から、２，０００～４，０００が好ましい。
　前記ｐＨ応答性ポリマー粒子の前記架橋間分子量を調節することで、前記体積膨潤度を
調節できる。
【００３２】
　前記架橋ポリマー粒子は、例えば、単官能ビニルモノマーと、多官能ビニルモノマーと
を重合することにより得ることができる。
【００３３】
－ｐＨ応答性ポリマー粒子の製造方法－
　前記ｐＨ応答性ポリマー粒子の製造方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜
選択することができ、例えば、母体粒子を製造する工程と、吸着部位を結合する工程と、
分解酵素を固定化する工程とを含む製造方法により製造できる。
【００３４】
－－母体粒子を製造する工程－－
　前記母体粒子を製造する工程としては、例えば、アミノ基含有ビニルモノマー（ａ）、
単官能ビニルモノマー（ｂ）、多官能ビニルモノマー（ｃ）、及び光重合開始剤を含有す
る水溶液中で、光を照射して重合を行う工程などが挙げられる。この工程により、ビニル
モノマーが光重合を行って、架橋した粒子状の前記母体粒子を形成する。
【００３５】
　前記アミノ基含有ビニルモノマー（ａ）としては、アミノ基を含有し、ｐＨ応答性を発
現するビニルモノマーであれば、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
、例えば、ジメチルアミノメチルアクリレート、ジメチルアミノメチルメタクリレート、
２－ジメチルアミノエチルアクリレート、２－ジメチルアミノエチルメタクリレート、３
－ジメチルアミノプロピルアクリレート、３－ジメチルアミノプロピルメタクリレート、
２－ジエチルアミノエチルアクリレート、２－ジエチルアミノエチルメタクリレートなど
が挙げられる。これらの中でも、２－ジメチルアミノエチルメタクリレートが好ましい。
　前記ｐＨ応答性ポリマー粒子を構成する前記アミノ基含有ビニルモノマーの量を調節す
ることで、ｐＨ応答性ポリマー粒子のｐＨ応答性（例えば、ｐＨの変化による体積変化）
を調節することができる。
【００３６】
　前記単官能ビニルモノマー（ｂ）としては、前記アミノ基含有ビニルモノマー（ａ）以
外の単官能のモノマーであれば、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
、例えば、スチレン類、アクリル酸エステル類、メタクリル酸エステル類、ビニルエステ
ル類などが挙げられる。
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　前記アクリル酸エステル類としては、例えば、メチルアクリレート、エチルアクリレー
ト、プロピルアクリレート、２－ヒドロキシエチルアクリレートなどが挙げられる。
　前記メタクリル酸エステル類としては、例えば、メチルメタクリレート、エチルメタク
リレート、プロピルメタクリレート、２－ヒドロキシエチルメタクリレートなどが挙げら
れる。
　これらの中でも、２－ヒドロキシエチルメタクリレートが好ましい。
【００３７】
　前記多官能ビニルモノマー（ｃ）としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができ、例えば、ジビニルベンゼン、メチレンビスアクリルアミド、メチレンビス
メタクリルアミド、エチレングリコールジメタクリレート、ジエチレングリコールジメタ
クリレート、トリエチレンジメタクリレート、トリアリルイソシアヌレートなどが挙げら
れる。これらの中でも、エチレングリコールジメタクリレートが好ましい。
【００３８】
　前記ｐＨ応答性ポリマー粒子を構成する前記アミノ基含有ビニルモノマー（ａ）と、前
記多官能ビニルモノマー（ｃ）とのモル比率（ａ：ｃ）としては、特に制限はなく、目的
に応じて適宜選択することができるが、１００：０．１～１００：３０が好ましく、１０
０：０．５～１００：２０がより好ましく、１００：１～１００：１０が特に好ましい。
【００３９】
　前記光重合開始剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、アルキルフェノン光開始剤などが挙げられる。前記アルキルフェノン光開始剤と
しては、例えば、２，２－ジメトキシ－１，２－ジフェニルエタン－１－オン、２－メチ
ル－２－モルホリノ－１－（４－メチルスルファニルフェニル）プロパン－１－オン、２
－ジメチルアミノ－１－（４－モルホリノフェニル）－２－ベンジルブタン－１－オン、
２－（ジメチルアミノ）－２－［（４－メチルフェニル）メチル］－１－［４－（４－モ
ルホリニル）フェニル］－１－ブタノン、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプ
ロパン－１－オン、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－〔４－（２－ヒドロキシエトキシ
）フェニル〕プロパン－１－オン、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、２－
ヒドロキシ－２－メチル－１－（４－イソプロペニルフェニル）プロパン－１－オンのオ
リゴマー、α，α－ジエトキシアセトフェノン、ベンジルジメチルケタールなどが挙げら
れる。
【００４０】
　前記母体粒子を製造する工程における前記光重合開始剤の使用量としては、特に制限は
なく、目的に応じて適宜選択することができる。
【００４１】
－－吸着部位を結合する工程－－
　前記吸着部位を結合する工程としては、前記多糖類に吸着可能な吸着部位を前記母体粒
子に結合する工程であれば、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例
えば、前記吸着部位を有するマクロモノマーと、前記母体粒子とを反応させる処理などが
挙げられる。
【００４２】
　前記吸着部位を有するマクロモノマーとしては、例えば、前記吸着部位を有し、かつビ
ニル基を有するポリアルキレングリコールの変性体などが挙げられる。
　前記吸着部位を有するマクロモノマーの製造方法としては、特に制限はなく、目的に応
じて適宜選択することができ、例えば、ビニル基及び水酸基含有化合物の存在下で、アル
キレンオキシドを重合し、得られた重合体にジカルボン酸を反応させる方法などが挙げら
れる。
　前記ビニル基及び水酸基含有化合物としては、例えば、ビニルベンジルアルコールなど
が挙げられる。
　前記アルキレンオキシドとしては、例えば、エチレンオキシド、プロピレンオキシドな
どが挙げられる。
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　前記ジカルボン酸としては、例えば、コハク酸、無水コハク酸などが挙げられる。
【００４３】
　前記ｐＨ応答性ポリマー粒子を構成する前記吸着部位を有するマクロモノマー（ｄ）と
、前記アミノ基含有ビニルモノマー（ａ）とのモル比率（ｄ：ａ）としては、特に制限は
なく、目的に応じて適宜選択することができるが、１：０．１～１：２００が好ましく、
１：１～１：１００がより好ましく、１：４～１：５０が特に好ましい。
【００４４】
－－分解酵素を固定化する工程－－
　前記分解酵素を固定化する工程としては、前記分解酵素を前記母体粒子に固定化する工
程であれば、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、カルボジ
イミド化法などが挙げられる。
【００４５】
　前記分解酵素を固定化する工程は、前記吸着部位を結合する工程の前に行ってもよいし
、後に行ってもよい。
【００４６】
　前記バイオフィルム除去剤は、情報処理装置の水冷式冷却装置の配管内に生成したバイ
オフィルムの除去に好適に用いることができる。
【００４７】
（バイオフィルム除去方法）
　開示のバイオフィルム除去方法は、水冷式冷却装置の配管内に、開示のバイオフィルム
除去剤を添加する工程を少なくとも含み、更に必要に応じて、その他の工程を含む。
【００４８】
　前記配管内に添加される前記バイオフィルム除去剤の量としては、特に制限はなく、目
的に応じて適宜選択することができる。
【００４９】
　前記バイオフィルム除去方法は、情報処理装置の水冷式冷却装置の配管内に生成したバ
イオフィルムの除去に好適に用いることができる。
【００５０】
（情報処理装置）
　開示の情報処理装置は、電子機器と、水冷式冷却装置と、開示のバイオフィルム除去剤
とを少なくとも有し、更に必要に応じて、その他の部材を有する。
　前記水冷式冷却装置は、前記電子機器を冷却する装置である。
　前記バイオフィルム除去剤は、前記水冷式冷却装置の配管内に含有されている。
【００５１】
　前記電子機器としては、例えば、中央処理装置（ＣＰＵ：Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅ
ｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）、メモリモジュール、ハードディスク装置等を搭載したシステム
ボードなどが挙げられる。
【００５２】
　前記水冷式冷却装置は、例えば、冷却水循環器と、配管と、冷却器とを備える。前記冷
却水循環器は、例えば、熱交換器と、ポンプとを備える。
【００５３】
　開示のバイオフィルム除去剤がバイオフィルムを除去する一態様について図を用いて説
明する。
【００５４】
　図１は、開示のバイオフィルム除去剤の一例を示す模式図である。図１に示すバイオフ
ィルム除去剤１は、ｐＨ応答性ポリマー粒子２と、ｐＨ応答性ポリマー粒子２に内包され
た殺菌剤５とを有している。ｐＨ応答性ポリマー粒子２は、その表面に、マクロモノマー
を介してｐＨ応答性ポリマー粒子２の表面に結合された、多糖類に吸着可能な吸着部位３
を有している。また、ｐＨ応答性ポリマー粒子２は、その表面に固定化された多糖類を分
解する分解酵素４を有している。
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【００５５】
　図２は、開示のバイオフィルム除去剤の一例を示す模式図である。図２に示すバイオフ
ィルム除去剤１は、ｐＨの変化により膨潤した後の状態である。バイオフィルム除去剤１
がバイオフィルムに近づくと、多糖類に吸着可能な吸着部位３と、バイオフィルムが有す
る多糖類６との相互作用により、バイオフィルム除去剤１は、バイオフィルムに吸着する
。その結果、ｐＨ応答性ポリマー粒子２に固定化された、多糖類を分解する分解酵素４に
より多糖類６が分解される。分解された多糖類６の分解生成物７により、バイオフィルム
除去剤１周囲のｐＨが変化する。通常、多糖類６の分解生成物７には酸が含まれているこ
とから、バイオフィルム除去剤１の周辺環境は酸性に変化する。その結果、ｐＨ応答性ポ
リマー粒子２が膨潤する。そのことにより、ｐＨ応答性ポリマー粒子２に内包されていた
殺菌剤５は放出される。その結果、バイオフィルム中の微生物が死滅し、バイオフィルム
は除去される。
【００５６】
　上記のように、開示のバイオフィルム除去剤は、バイオフィルムを認識して殺菌剤を放
出し、バイオフィルムを除去することから、殺菌剤を効率的にバイオフィルムに投与でき
る。また、開示のバイオフィルム除去剤は、バイオフィルムがない環境では殺菌剤を放出
しないことから、殺菌剤による冷却水の汚染を防ぐことができる。
【００５７】
　次に、開示の情報処理装置について図を用いて説明する。
　図３～図６は、開示の情報処理装置の一例を説明する図である。
　図３は、水冷式冷却装置を備えた情報処理装置の一例の概略図である。図４は、ラック
内に収納されたシステムボードを表した図である。図５は、同じくそのシステムボードの
上面図である。図６は、ＣＰＵ上に取り付けられた冷却器の構造を表した断面図である。
【００５８】
　図３のように、計算機室には、電子機器を収容した複数のラック４１と、冷却水循環器
４３とが設置されている。冷却水循環器４３は、熱交換器とポンプとを内蔵し、熱交換器
により冷却された冷却水（冷媒）を吐出する。
【００５９】
　冷却水循環器４３から吐出された冷却水は、配管４２を介して各ラック４１内を順番に
通り、冷却水循環器４３に戻る。冷却水循環器４３に戻った冷却水は、再度熱交換器によ
り冷却され、ポンプによりラック４１に向けて送り出される。
【００６０】
　本実施形態においては、配管４２に三方弁４４が設けられており、配管４２を通る冷却
水を随時採取（サンプリング）することができる。また、三方弁４４からバイオフィルム
除去剤を含む冷却水、又はバイオフィルム除去剤を配管４２内に添加することができる。
【００６１】
　図４のように、各ラック４１内にはそれぞれ複数（図４の例では５台）の電子機器であ
るシステムボード（計算機）３５が高さ方向に並んで収納されている。図４及び図５のよ
うに、各システムボード３５にはそれぞれ複数（図５の例では６個）のＣＰＵ２３が搭載
されており、各ＣＰＵ２３の上には冷却器３３が取り付けられている。また、システムボ
ード３５の端部には、冷却水供給口及び冷却水排出口となるカプラープラグ３４ａ及びカ
プラーソケット３４ｂが配置されている。各冷却器３３の間、冷却器３３とカプラープラ
グ３４ａとの間、及び冷却器３３とカプラーソケット３４ｂとの間は、それぞれ配管３２
により接続されている。
【００６２】
　ラック４１内には、高さ方向に延びる２本のラック内配管（往路配管及び復路配管）３
６が相互に平行に配置されている。これらのラック内配管３６は、ラック４１間又はラッ
ク４１と冷却水循環器４３との間を接続する配管４２に接続されている。
【００６３】
　このラック内配管３６の所定の位置には、カプラーソケット３７ａ及びカプラープラグ
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３７ｂが取り付けられている。システムボード３５をラック４１内に配置するときには、
システムボード３５側のカプラープラグ３４ａ及びカプラーソケット３４ｂを、ラック内
配管３６側のカプラーソケット３７ａ及びカプラープラグ３７ｂに連結する。これにより
、ラック内配管３６（往路配管）からシステムボード３５上の冷却器３３に冷却水が供給
されて、ＣＰＵ２３が冷却される。また、ＣＰＵ２３を冷却した後の冷却水は、システム
ボード３５からラック内配管３６（復路配管）に排出される。
【００６４】
　以下、図６を参照して冷却器３３の構造を説明する。冷却器３３は、熱交換部２１と、
ハウジング部２２と、冷却水供給口２４ａ及び冷却水排出口２４ｂとを有する。
【００６５】
　熱交換部２１は、板状のプレート部２１ａと、プレート部２１ａの一方の面側に接合さ
れてプレート部２１ａとの間に冷却水２５が通流する空間を形成する天板部２１ｂとを有
する。
【００６６】
　プレート部２１ａの一方の面側には、プレート部２１ａと冷却水２５との間の熱交換効
率を高くするために、複数の凹凸２１ｃが設けられている。また、プレート部２１ａの他
方の面側（天板部２１ｂと反対の側）は平坦になっており、ＣＰＵ２３等の熱を発生する
電子部品に熱的に接続される。
【００６７】
　冷却水供給口２４ａ及び冷却水排出口２４ｂはその一端側が天板部２１ｂに接続され、
他端側はハウジング部２２を貫通して配管３２に接続される。
【００６８】
　プレート部２１ａは銅等の熱伝導性が良好な金属により形成されている。また、天板部
２１ｂ、冷却水供給口２４ａ及び冷却水排水口２４ｂもプレート部２１ａと同一の金属に
より形成され、天板部２１ｂはプレート部２１ａに、冷却水供給口２４ａ及び冷却水排水
口２４ｂは天板部２１ｂに溶接又はろう付けされている。更に、ハウジング部２２はステ
ンレス等の耐食性が優れた金属により形成され、プレート部２１ａに溶接又はろう付けさ
れている。
【００６９】
　なお、プレート部２１ａは、ヒートスプレッダとしての機能を有するため、厚い金属板
により形成される。これに対し、天板部２１ｂは、加工性を考慮して、薄い金属板により
形成される。
【００７０】
　上述の情報処理装置において、冷却水循環器４３から吐出された冷却水は、配管４２を
通って各ラック４１内に供給される。ラック４１内に入った冷却水は、一方のラック内配
管３６（往路配管）を通って各システムボード３５に供給される。そして、システムボー
ド３５に供給された冷却水は、各冷却器３３内を順番に通ってＣＰＵ２３を冷却する。こ
のとき、ＣＰＵ２３の冷却にともなって冷却水の温度が上昇する。
【００７１】
　システムボード３５からラック内配管３６（復路配管）に排出された冷却水は、ラック
４１間の配管４２を通って次のラック４１に入り、次のラック４１内のＣＰＵ２３を冷却
する。
【００７２】
　このようにして各ラック４１内のＣＰＵ２３を冷却して温度が上昇した冷却水は、配管
４２を介して冷却水循環器４３に戻る。そして、冷却水循環器４３内の熱交換器により冷
却され、再びラック４１に向けて送り出される。
【００７３】
　ラック内及びラック外の配管から構成される配管系は、三方弁４４を有しており、閉鎖
循環系ではない。そのため、大気中などに存在する微生物が配管系内の冷却水２５に混入
し、配管内にバイオフィルムが形成される。
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　その際に、開示のバイオフィルム除去剤を配管内に添加する、又は事前に添加しておけ
ば、バイオフィルム除去剤が、バイオフィルムを認識して、バイオフィルム除去剤が有す
る分解酵素及び殺菌剤によりバイオフィルムを分解し除去する。
【実施例】
【００７４】
　以下、実施例を挙げて開示のバイオフィルム除去剤、開示のバイオフィルム除去方法な
どをより具体的に説明するが、開示のバイオフィルム除去剤、開示のバイオフィルム除去
方法などは、これらの実施例に何ら制限されるものではない。
【００７５】
（実施例１）
＜バイオフィルム除去剤の作製＞
＜＜α－ビニルベンジル－ω－カルボキシポリエチレングリコール（ｃ－ＰＥＧＶＢ）の
合成＞＞
　反応容器に、ＴＨＦ（テトラヒドロフラン）３３０ｍＬと、ビニルベンジルアルコール
１６ｍｍｏｌ（６．４ｇ）と、水素化カリウム２４ｍｍｏｌ（０．９６ｇ）とを加え、３
０分間撹拌した。得られた溶液に、エチレンオキシド３４０ｍｍｏｌ（１５ｇ）を加え、
室温で２日間反応させた。その後、無水コハク酸を０．７５ｍｍｏｌ（０．０７４ｇ）加
えて末端修飾した。その後、クロロホルムにより抽出し、飽和食塩水により洗浄し、無水
硫酸ナトリウムにより脱水し、更にジエチルエーテルにより再沈を行い、二官能性ポリエ
チレングリコールマクロモノマーであるα－ビニルベンジル－ω－カルボキシポリエチレ
ングリコール（ｃ－ＰＥＧＶＢ、数平均分子量２，０００）を得た。
【００７６】
＜＜ｐＨ応答性ポリマー粒子の作製＞＞
－母体粒子の作製－
　反応容器に、２－ジメチルアミノエチルメタクリレート（ＤＭＡＥＭ）５ｍｍｏｌ（０
．７９ｇ）と、２－ヒドロキシエチルメタクリレート２０ｍｍｏｌ（２．６ｇ）と、水（
５ｍＬ）とを加えた。架橋剤のエチレングリコールジメタクリレート（ＥＧＤＭ）０．０
５ｍｍｏｌ（０．０１ｇ）を水（１ｍＬ）に溶解したものを前記反応容器に加えた。０．
１ｍＬのアルキルフェノン光開始剤（ＢＡＳＦ社製、Ｉｒｇａｃｕｒｅ６５１）を水（０
．５ｍＬ）に溶解したものを前記反応容器に加えた。続いて、１０分間の紫外線照射によ
って重合反応を行い、ｐＨ応答性ポリマー粒子の母体粒子を得た。
【００７７】
－吸着部位の結合－
　続いて、反応容器に、二官能性ポリエチレングリコールマクロモノマーであるα－ビニ
ルベンジル－ω－カルボキシポリエチレングリコール０．１ｍｍｏｌ（０．２ｇ）と、重
合開始剤の過硫酸カリウム０．０３ｍｍｏｌ（８ｍｇ）と、水（１５ｍＬ）とを加えた。
　前記母体粒子をシリンジにより前記反応容器に加え撹拌混合した。室温で３０分間撹拌
した後、６０℃に昇温して２４時間反応させて、前記母体粒子の外表面に二官能性ポリエ
チレングリコールマクロモノマーを結合させた。得られた生成物をアセトン中に注ぎ、未
反応生成物を除去し、沈殿した粒子状生成物を濾過した。
【００７８】
－分解酵素の固定化－
　前記母体粒子への分解酵素の固定化は、カルボジイミド化法により行った。
　分解酵素であるグルコースオキシダーゼ（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ　ｎｉｇｅｒ　ｔｙ
ｐｅＸ、シグマアルドリッチ社製）の１質量％水溶液（１０ｍＬ）を、緩衝液である０．
１Ｍモルホリンエタンスルホン酸（ｐＨ：４．８）２０ｍＬに溶解させた。これに、前記
末端カルボキシル基のついた母体粒子を１ｇと、１－エチル－３（３－ジメチルアミノプ
ロピル）カルボジイミド塩酸塩の１質量％水溶液（１０ｍＬ）とを加えて、４℃で２４時
間撹拌した。イオン交換水で数回洗浄し、固定化されていない分解酵素を除去した。
【００７９】
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　以上により、表面にカルボキシル基、及び分解酵素を有するｐＨ応答性ポリマー粒子を
得た。動的光散乱粒径解析装置（ＤＬＳ－７０００、大塚電子株式会社製）により測定さ
れる得られたｐＨ応答性ポリマー粒子の体積平均粒子径は、ｐＨ９．０において４．０μ
ｍ、ｐＨ４．０において１０μｍであり、体積膨潤度（ＶｐＨ４／ＶｐＨ９）は、１６で
あった。
【００８０】
＜＜殺菌剤の内包＞＞
　前記ｐＨ応答性ポリマーへの殺菌剤の内包は、系のｐＨを変化させて行った。
　殺菌剤である５－クロロ－２－メチル－４－イソチアゾリン－３－オンを１Ｌの水に１
０質量％になるよう分散させ、更にＨＣｌ水溶液を加えてｐＨ３の水溶液を調製した。前
記ｐＨ応答性ポリマー粒子１０ｇをｐＨ３にした前記水溶液に投入して、前記ｐＨ応答性
ポリマー粒子を膨潤させた。引き続いてＮａＯＨ水溶液を加えて前記水溶液のｐＨを７に
調整し、前記ｐＨ応答性ポリマー粒子を収縮させることにより前記殺菌剤を前記ｐＨ応答
性ポリマー粒子に内包させた。吸引ろ過操作を行い、前記ｐＨ応答性ポリマー粒子と、内
包しきれなかった殺菌剤とを分離した。
【００８１】
　以上により、殺菌剤を内包したｐＨ応答性ポリマー粒子（バイオフィルム除去剤）を得
た。
【００８２】
＜バイオフィルム除去試験＞
　得られたバイオフィルム除去剤（殺菌剤を内包したｐＨ応答性ポリマー粒子）を所定量
分散させた水（１Ｌ）中に、バイオフィルムで被覆された金属板を浸漬させて２５℃で１
週間経過後の金属板を取り出し、表面を観察したときのバイオフィルム被覆面積を見積も
り、バイオフィルム残存率（＝取り出し後のバイオフィルム被覆面積／実験初期のバイオ
フィルム被覆面積）を求めた。結果を表１に示す。
　具体的な条件は、以下の通りである。
　・ｐＨ応答性ポリマー粒子の分散量：０．５ｇ／Ｌ
　・バイオフィルムを被覆させた金属板（実機冷却水から採取した、コロニー形成数が２
．０×１０５個／ｍＬの水を微生物源として用いた。銅板（大きさ５０ｍｍ×３０ｍｍ、
厚み０．５ｍｍ）を前記微生物源の水（１Ｌ）に浸漬させた。２５℃で７日間浸漬させて
前記銅板表面にバイオフィルムを形成させた。バイオフィルムの付着量は、重量計測の結
果、１０ｍｇ／ｃｍ２であった。）
【００８３】
（実施例２～８）
　実施例１において、ＤＭＡＥＭと、ＥＧＤＭとのモル比、及びｃ－ＰＥＧＶＢと、ＤＭ
ＡＥＭとのモル比を、表１及び表２に記載のモル比とした以外は、実施例１と同様にして
、バイオフィルム除去剤を作製した。
　作製したバイオフィルム除去剤の性状について、表１及び表２に示す。
　また、実施例１と同様にして、バイオフィルム除去試験を行った。結果を表１及び表２
に示す。
【００８４】
（比較例１）
　実施例１において、バイオフィルム除去剤を用いない以外は実施例１と同様にして、試
験を行った。結果を表２に示す。
【００８５】
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【表１】

【００８６】
【表２】

【００８７】
　ｐＨ応答性ポリマー粒子の体積膨潤度（ＶｐＨ４／ＶｐＨ９）が、１．５～１０の場合
、バイオフィルム残存率が低く、バイオフィルムの除去性が非常に優れることが確認でき
た（例えば、実施例２～４、６～８参照）。
【００８８】
（実施例９、及び１０）
　バイオフィルム除去試験を流水条件下で行った。保有水量２Ｌの流水中（流量０．１Ｌ
／ｍｉｎ）に、実施例１で作製した、バイオフィルムで被覆された銅板を入れた。バイオ
フィルム除去剤１ｇを流水中に投入して２５℃で７日間流水を保持させた。７日間経過後
の銅板の表面を観察したときのバイオフィルム被覆面積を見積もり、バイオフィルム残存
率（＝取り出し後のバイオフィルム被覆面積／実験初期のバイオフィルム被覆面積）を求
めた。結果を表３に示す。
【００８９】
（比較例２）
　バイオフィルム除去剤を用いなかった以外は、実施例９と同様にして、流水条件下で試
験を行った。結果を表３に示す。
【００９０】
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【表３】

【００９１】
　以上の実施例１～１０を含む実施形態に関し、更に以下の付記を開示する。
（付記１）　殺菌剤と、
　ｐＨの変化により前記殺菌剤を放出可能であり、多糖類に吸着可能な吸着部位、及び前
記多糖類を分解する分解酵素を有するｐＨ応答性ポリマー粒子とを含有することを特徴と
するバイオフィルム除去剤。
（付記２）　前記ｐＨ応答性ポリマー粒子が、酸性条件で膨潤する付記１に記載のバイオ
フィルム除去剤。
（付記３）　前記ｐＨ応答性ポリマー粒子の体積膨潤度（ＶｐＨ４／ＶｐＨ９）が、１．
５～１０である付記１から２のいずれかに記載のバイオフィルム除去剤。
（付記４）　前記ｐＨ応答性ポリマー粒子の体積膨潤度（ＶｐＨ４／ＶｐＨ９）が、２．
０～３．０である付記１から２のいずれかに記載のバイオフィルム除去剤。
（付記５）　前記吸着部位が、カルボキシル基、スルホン酸基、及びリン酸基の少なくと
もいずれかである付記１から４のいずれかに記載のバイオフィルム除去剤。
（付記６）　前記吸着部位が、カルボキシル基である付記１から４のいずれかに記載のバ
イオフィルム除去剤。
（付記７）　前記分解酵素が、グルコースオキシダーゼである付記１から６のいずれかに
記載のバイオフィルム除去剤。
（付記８）　前記ｐＨ応答性ポリマー粒子が、前記ｐＨ応答性ポリマー粒子の外表面に前
記吸着部位を有する付記１から７のいずれかに記載のバイオフィルム除去剤。
（付記９）　前記ｐＨ応答性ポリマー粒子が、前記ｐＨ応答性ポリマー粒子の外表面に前
記分解酵素を有する付記１から８のいずれかに記載のバイオフィルム除去剤。
（付記１０）　前記殺菌剤が、前記ｐＨ応答性ポリマー粒子に内包されている付記１から
９のいずれかに記載のバイオフィルム除去剤。
（付記１１）　体積平均粒子径が、ｐＨ９．０において、０．５μｍ～１０μｍである付
記１から１０のいずれかに記載のバイオフィルム除去剤。
（付記１２）　水冷式冷却装置の配管内に、付記１から１１のいずれかに記載のバイオフ
ィルム除去剤を添加する工程を含むことを特徴とするバイオフィルム除去方法。
（付記１３）　電子機器と、
　前記電子機器を冷却する水冷式冷却装置と、
　前記水冷式冷却装置の配管内に含有された付記１から１１のいずれかに記載のバイオフ
ィルム除去剤とを有することを特徴とする情報処理装置。
【符号の説明】
【００９２】
　　１　　バイオフィルム除去剤
　　２　　ｐＨ応答性ポリマー粒子
　　３　　多糖類に吸着可能な吸着部位
　　４　　多糖類を分解する分解酵素
　　５　　殺菌剤
　　６　　多糖類
　　７　　分解生成物
　２１　　熱交換部
　２１ａ　プレート部
　２１ｂ　天板部
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　２１ｃ　凹凸
　２２　　ハウジング部
　２３　　ＣＰＵ
　２４ａ　冷却水供給口
　２４ｂ　冷却水排出口
　２５　　冷却水
　３２　　配管
　３３　　冷却器
　３４ａ　カプラープラグ
　３４ｂ　カプラーソケット
　３５　　システムボード
　３６　　ラック内配管
　３７ａ　カプラーソケット
　３７ｂ　カプラープラグ
　４１　　ラック
　４２　　配管
　４３　　冷却水循環器
　４４　　三方弁
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